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研究成果の概要（和文）：鉄筋コンクリート構造の耐震設計における定説とは相異なり, 柱
と梁の強度の比が一般的な構造設計の目標値とされる 1.0 から 1.5 程度では, 主筋量の
多寡やコンクリート強度によらず柱と梁の交差部が破壊し, 構造物が従来の予測を下回る
耐震性能しか発揮しない現象とその原因を理論的な力学モデルにより予測・解明し, 幅広
い変数を有する十字形とト形柱梁接合部試験体の実験により検証し, さらに, これらの知
見に基づいて鉄筋コンクリート柱梁接合部の新しい耐震設計法を提案した。  
 
研究成果の概要（英文）：It is discovered that reinforced concrete beam-column joints failure 
is inevitable and lateral capacity and ductility of the structure are inferior to what expected 
by current design codes, provided that the column-to-beam strength ratio is in the range of 
from 1.0 to 1.5, which has been common range in design and construction practice for 
reinforced concrete building structure.  It is also found that the increase in joint shear 
capacity margin and concrete strength can not alter the beam-column joint performance.  
This is significantly contrary to the established knowledge to date for four decades on 
seismic design of reinforced concrete structure. It is proved theoretically by a new 
mechanical model and experimentally by comprehensive series of seismic tests of 
beam-column joint specimens with wide variety of design parameters. Based on the fact 
discovered, a safer, more reliable and more rational seismic design method has been 
proposed.  
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１．研究開始当初の背景 
(1) 鉄筋コンクリート柱・梁接合部は, 現在
にいたるまで, 日本・米国を含めて各国の
柱・梁接合部の設計法が, 実験に基づく経験
的・工学的判断による評価による方法に留ま

ってきた。また, 柱梁接合部には接続する部
材の種類, 寸法, 形状, 柱・梁の配筋量, 接合
部のアスペクト比, 直交部材の有無, などの
極めて多くのバリエーションがあり, 作用す
る外力も, 梁偏心, 緊張力の有無, 柱梁内の
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反曲点位置の変動, 2 方向加力など多くのバ
リエーションがあるが, それらのパラメータ
の影響を推定する手法はなかった。そのため, 
申請者らは解析的研究を進め, 柱・梁接合部
に関する理論的な力学モデルを提案し, これ
らの理論を適用した解析結果から, 上述の
種々の因子が及ぼす影響を明確にすること
ができることを示した。 
 また, この理論的研究から予測されたこと
のうち, 実務上の重要な問題点は, 現行の耐
震設計法で採用されている接合部せん断応
力や接合部補強筋量などの諸制限をすべて
満たしていても, 柱梁曲げ強度比が 1.5 程度
未満になると, 接合部の強度が梁の強度を
10〜20%下回り, 設計で期待される架構の強
度が発揮されず, その上, 接合部変形成分の
割合が一方的に増大し接合部損傷が集中す
ることが予測され, 耐震性能が大幅に低下す
ることである。 
 
(2) 一方, 我が国の柱・梁接合部の現状の設
計の現状は, 超高層建物を除けば, ほとんど
が柱梁曲げ強度比として 1.0 から 1.5 を目標
として設計されており, 多くの場合, 耐震性
能が想定通り発揮されない可能性があり極
めて憂慮される状況にある。現行の経験式に
基づく耐震設計法では柱梁曲げ強度比が全
く考慮されないばかりか, 柱梁曲げ強度に関
する制限や柱梁曲げ強度比が 1.0 に近い場合
の設計上の配慮の方法は全くされていない。
これは, 現行の設計法が実験を経験的に整理
した経験式に基づくものであり, 実験の中に
柱梁曲げ強度比として 1.0 から 1.5 のものが
含まれておらず, しかも, 力学モデルに基づ
いていないところに最大の原因がある。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は, 鉄筋コンクリート造, 
や, プレストレストコンクリート造の十字形, 
ト字形柱梁接合部を対象として, 上述の理論
的なモデルに基づく推定結果が妥当である
ことを, 実験により検証し, その精度が幅広
いパラメータに関して十分であることを確
認しておくために, 柱梁曲げ強度比が主に
1.0 から 1.5 の場合の柱梁接合部の耐震実験
を行い, 柱梁接合部の各種設計変数がその強
度・剛性・靭性・復元力特性に及ぼす影響に
関する実験データを得るとともに, 従来の経
験式に基づく方法に代わる, 力学モデルに基
づいた統一的で首尾一貫した新しいより信
頼性が高く合理的な耐震設計法を確立し提
案することにある。 
 
３．研究の方法 
(1) 現行の柱梁接合部における柱梁曲げ強度
比の設計の目標とされる 1.0 から 1.5 程度の
柱梁接合部を中心として, 幅広い設計パラメ

ータを組み合わせて, 柱梁接合部の縮小モデ
ル試験体により, 地震時の作用を想定した静
的繰返し破壊実験を行う。 
 
(2) 実験の変数は, 十字形柱梁接合部におい
ては, 1)柱梁曲げ強度比, 2)接合部せん断余裕
度, 3)コンクリート強度, 4)柱せいと梁せいの
比（アスペクト比）, 5)柱幅とはり幅の比, 6)
梁芯と柱芯のずれ, 7)通し主筋の付着性能等
とし, ト形柱梁接合部においては, 1)柱梁曲
げ強度比, 2)接合部せん断応力度, 3)梁主筋の
定着長さ, 4)折り曲げ定着・機械式定着の違い, 
5)柱せいと梁せいの比などとした。 
 
(3) 実験結果を使い, 上記の実験変数が, 柱
梁接合部の剛性・強度・靭性・復元力特性に
及ぼす影響を分析するとともに, 既に提案さ
れている接合部終局強度に関する力学モデ
ル及び設計式の検証を行う。 
 
(4) 既往の柱梁接合部に関する実験結果につ
いて, 文献調査により収集し, データベース
を構築して, 現行の設計法による評価の妥当
性を検討する。また, データベースを使って
新しい力学モデルの妥当性の検証を行い, 既
往の設計法との精度の比較を行う。 
 
(5) これらの知見に基づいて, 経験式に基づ
く現行の柱梁接合部の耐震設計法に代わる
力学モデルに基づく合理的な耐震設計法と
具体的な設計式を定式化して示す。 
 
４．研究成果 
(1)鉄筋コンクリート造十字形柱梁接合部の
部分架構の水平加力実験により得られた主
な知見は, 以下のとおり。 
 
①柱梁曲げ強度比が 1.0～1.5 の場合, 柱の
曲げ強度が梁の曲げ強度より大きい場合で
あっても柱主筋の降伏が生じる。接合部せん
断力が小さい場合であっても, 梁および柱
の主筋降伏後に接合部の破壊が生じる。梁主
筋の降伏荷重, 架構の最大耐力は曲げ理論
に基づく計算値よりも小さく, 同形状, 同
配筋の梁であっても架構の強度は柱梁曲げ
強度比が 1に近いほど小さい。接合部破壊が
生じた場合でも急激な耐力低下は生じない。
履歴ループはエネルギー吸収能に乏しいス
リップ型となり, 柱の曲げ強度を大きくす
ることで等価粘性減衰定数は大きくなる。 
 
②柱梁曲げ強度比が 2.0程度の場合, 架構の
最大耐力はほぼ梁曲げ強度時の耐力となる。
梁主筋および接合部横補強筋の降伏後に接
合部に損傷が集中し, 履歴ループはスリッ
プ型である。 
 



 

 

③柱せいが梁せいより大きい場合, 柱梁曲
げ強度比が 1に近いと, 接合部せん断余裕度
にかかわらず梁および柱の主筋降伏後に接
合部破壊が生じる。柱せいと梁せいが等しい
場合に比べて接合部横補強筋および梁主筋
の降伏が生じにくい。柱せいを大きくするこ
とで梁の通し主筋の付着応力に関する余裕
度を大きくしても履歴性状の改善はみられ
ない。 
 
④ 終局強度の計算値について。従来の接合
部せん断強度に基づく設計法では, 特に柱
の曲げ強度と梁の曲げ強度が近い場合に架
構の終局強度を過大に評価する。接合部の曲
げ抵抗機構に基づく終局強度は, 従来の設
計法では考慮していない影響因子の効果も
定量的に評価できる。 
 
(2)鉄筋コンクリート造ト形柱梁接合部の部
分架構の水平加力実験により得られた主な
知見は, 以下のとおり。 
 
①最大層せん断力は, 十字形柱梁接合部と
同様に柱梁強度比の影響を大きく受ける。最
大層せん断力は梁が同じであっても，柱梁強
度比が 1 に近いほど小さくなる。横補強筋量
が最低補強量程度の場合, 梁主筋の定着長
さと柱せいの比が 0.8 の試験体では, 接合
部せん断余裕度にかかわらず柱梁曲げ強度
比 1.5 以下の試験体の最大層せん断力は梁
曲げ終局時と接合部せん断強度時の計算値
を下回った。梁主筋の定着長さと柱せいの比
が 0.65 の場合では, 柱梁曲げ強度比が 1.8 
程度でも最大層せん断力が計算値を下回る
試験体もあった。また, 接合部せん断余裕度
が 1 以上でも梁主筋の定着長さが大きいほ
ど最大層せん断力は大きく, 柱梁曲げ強度
比が小さいほどその影響は顕著であった。 
 
②最大層せん断力は，接合部横補強筋および
接合部近傍の柱帯筋の量の影響を受ける。 
折り曲げ(U 字型)定着とした試験体では, 
同配筋の機械式定着の試験体より 10%〜20%
高い。従って, 梁曲げ強度を発揮するために
必要な柱梁強度比は, 横補強筋量が多い場
合や, 折り曲げ定着では小さくなる。 
 
③終局強度の計算値は, 従来の設計法で採
用されているものは, 実験値を過大に推定
し危険側となった。現行の設計法における架
構の最大耐力の推定値は, 設計で変動する
柱−梁曲げ強度比, 接合部の横補強筋量など
の影響が考慮されていない。特に柱の曲げ強
度の 2倍と梁の曲げ強度が近い場合には, 実
際の架構の最大耐力は設計法における推定
値を下回る。 
 

④ト形柱梁接合部の力学モデルに基づいて
求めた接合部の終局モーメントの実験結果
に対する適合性はよく, 設計における変動
因子の影響も定量的に評価できている。 
 
⑤接合部および柱の横補強筋量を現行の設
計法で求められる最低補強筋量程度とした
場合には, 架構の最大耐力を梁曲げ強度時
のものとするためには梁主筋の定着長さを
柱の有効せいとして求めた柱の曲げ強度を
梁曲げ強度に対して 1.3 倍程度以上とする
必要がある。 
 
(3) 既往の柱梁接合部の実験結果に関する
実験のデータベースの分析により得られた
知見は次の通り。 
 
①既往の十字形柱梁接合部の実験データベ
ースでは, 現行の設計法の安全性を確認し
たとされる梁曲げ破壊型（B 型）となった試
験体のほとんどは柱梁曲げ強度比 1.6以上に
のみ分布しており, 1.6 を下回るものはなか
った。そのほとんどが柱梁曲げ強度比が 2.0
を超えていた。柱梁曲げ強度比が 1.6 より小
さい実験は全体の中での割合が極めて小さ
かった。新しい力学モデルに基づく柱梁接合
部の終局強度式の妥当性と信頼性が確かめ
られた。 
 
②既往のト形柱梁接合部の実験データベー
スでは, 柱と梁の曲げ強度の比が 1.5以下の
試験体は全体の 13% で少なかった。接合部
せん断余裕度が 1.0 以上かつ柱と梁の曲げ強
度の比が 1.0 ～ 1.5 の試験体で梁曲げ破
壊となった試験体は全体の 4%で, 残りの試
験体は接合部に損傷が集中する破壊となっ
た。梁主筋が降伏しているにも関わらず梁の
曲げ終局強度に達しない試験体が見られ, 
これらの試験体の 60%が柱と梁の曲げ強度の
比が 2.0 以下であった。 
 
(4) 現行の接合部せん断強度の経験式なら
びに通し主筋の付着応力度の制限に基づく
柱梁接合部の耐震設計法を置き換えること
のできる方法として, 上記の実験的・理論的
研究成果により得られた, 力学モデルに基づ
いて, 柱梁接合部の終局モーメント式と釣合
破壊時の主筋量の算定式を用いて, 合理的で
首尾一貫した柱梁接合部の耐力と柱梁接合
部の靭性能評価する方法を提案することが
できた。これらの発見と新しい設計法は, 我
が国のみならず世界各国の既存新築を問わ
ずすべての鉄筋コンクリート造建物の耐震
性を高めるために極めて有用な知見と技術
である。 
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